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平成２３年２月２１日付けで提起された生活保護法（昭和２５年法律第1 ダ４４号。以下

「法」とい う。）第２７条第１項の規定に基づく指導及び指示（以下「指導指示」とい う。）

に対する審査請求について、次の’とおり裁決します。　　／

主　　　文

処分庁が平成２３年１月28 卜日付けで審査誚求人に対して行った指導指示を取り消す。

ド
ー
一

議

圃

。

理　　由

審査請求の趣旨及び理由　　　　　　　　　口　　　　　　　　　　　　　　 ご
審査請求の趣旨

審査請求人（以下「請求人」という。）は、処分庁が平成２３年１月２８日付けで行っ
た生活保護法第２７条第１項の規定に基づく指導及び指示について、処分の取り消しを
求めるというものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ

二　審査請求の理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＼

処分庁は平成２３年１月２８日付けで誚求人に対し、請求人世帯の保有する自動車を
処分し、その事実を２月２８,日を期限に報告することを命じたものである。
本件の取り消しを求める理由は、次のとおり變ある。

１　本件通知に記載された処分理由は、①請求人が保護開始時に所有していた［保有車
両を処分するよう指導してきたこと］、②「平成２２年１１月２６日、法第２７条第ｉ
項により保有車両を処分する（車検更新しない）よう指示したが、これに従わず車両
の更新を行ったため」としているが、 していた「ダイハツ
V・S110V」（以下「ダイハツ」という」について処分庁の指導に従い廃車処分しており、
指導に従わなかったとの理由は事実に反している。　　　　　　 ／

２　また、前記①②は、このダイハツ車についての指導であるＯ当該自動車は、保護開
蚰時において、「基準を上回る資産の保有」として、その「売却金額全額」及び「自動万
車共済4  4, 7 ０ ０円」が法６３条の返還対象とされたものである。しかし、そめ車
は既に廃車にしている。＼　　　　　　　　　　　　　　　　　 づ
へこれに対し、本件指導指示の対象となった自動車は、下取り等でダイハツの価値を
些かでも引き継いだ､ものでないことから、保護開始後に、保護費を原資に購入した生
活用品といえ、この処分を文書指示する=には当該資産の価値、本人の生活実態等と利
用 な口頭指導が、まず必要である。
また、本件の自動車保有が法２ ７条第１項め｢ 生活の維持、向上その他保護の目的

達成｣ のためにいかなる理由で障害となるのか、それを処分することが｢生活の維持、

' χ,･
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向上その他保護の目的達成」にどのようiと役立つのかを、請求人に対し具体的に説明
し4 理解を得るよう努力することが必要である。　　／
ところが、本件は、ダイハツを処分するようにとの指導への遵守義務を守うたにも

かかわらず、保護費で購入した生活用品に対し、説明のうえ理解を得ることをせず、
見当違い を理由に文書指示した処分である。処分庁職員は、
本件自動車の取得を電話で聞いただけで、それを見てもいないし、訪問し、その保有
の問題点を説明した形跡もないＯ　　／　　　　　　　　　　 勹

３　本件自動車は、自らの努力で、保護費を原資に購入した生活用品であり、
項の資産活用に該当しないうえ、これを保有して活用することが法の趣旨、
つている。

法４条１
日的に添

（１） 請求人は僻地に居住し、本年３月にバス路線が廃止となることから、日常生活を
自立させるために、自動車が必要であるi，

（2 ） 夫婦とも病気通院が必要である。市は乗合タクシー事業を計画しているが、運行
の細部は不明である。

第2 △処分庁の弁明

処分庁は、次の点を理由として、本件請求は不当であると主張し、､本件審査請求を却
下するとの裁決を求めている。
本件請求は、｡処分庁が平成２３年１月２８日付けで通知した生活保護法第２７条に規

定する指導指示に対する審査請求であるが、本 の利益に直接影響を
及ぼすものではないから、諳求人のいう「処分」には当たらない。被保護者は法第２７
条に規定する指導に従う義務を有するが、この義務に違反したときに変更、停止、廃止
の処分がなされるのである。（法第６２条第３項）
本件椢導の履行期限は平成２ ３年２月２８日であるが、請求人は履行期限まで本件指

導に従わなかった。。これを理由に処分庁は保護の変更、停止、廃止の処分を行っておら
ず、請求人は何らの不利益も被っていないことから、本件指導は不服申立ての対象とな
る行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為には該当しないものである。
また、仮に却下が認められないとすれば、以下の理由により棄却を求めるとしている。

１　請求人の自動車保有が容認されないことは請求人自身が認めている。＼
請求人は、平成２３年２月２１日付け審査請求書（以下「審査請求書」という。）に

おいて、ダイハ･シ釜本件指導に従っ七処分七たと主張してお９、自身が自動汞保有要
件を満たさないことを認めている。なぜなら、請求人が自動車保有要件を満たざない
ことが本件指導の理由であることは、本件指導書第２項に明記されており、請求人は
本件指導に従ってダイハツを処分したと主張しているのであるから当然である。
一方で、請求人及び代理人は保護申請時において、「新しく買うのはダメだと思うが

処分価値のない車は車検が切れるまで乗っていていいと思っている」との主旨の発言
をしており、制度上、･自動車の買い替えが認められていないことを申請当時から認識
している。　　　　　　　　　　　　　　十
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に も かか わ らず 、新 た に購 入 し た 自動 車 （以 下 「新 規 車 両」 とい う。） は、ダイ ハ ツ
ｉ　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・と 異な る も ので あ る か ら、新 規 車両 の 処分 に つい ての文 書指 導 に至 る経 緯 を省 略 し た

と の言い 分はま っ たく の 詭弁 で あ り、 本件 指 導 に手続 き 違 反 が あ る と の主 張は失 当で

あ る。　　　　　　　 ▽　　　　　　 ・

加 え 七い うな らば 、 仮 に本 件 指導 に至 る経 緯 が 不十 分 であ っ た とし て も、そ れ は あ

く まで 指 導方 法 の 問題 であ り、 自動 車 保有 要 件 の該 非 に相 関す るも の では ない。レす な

わち、 仮 に請 求人 の趣 旨 が認 め られ た と して も 、 それ が ただ ちりこ請 求 大 の 自動 車保 有

を容 認 す るこ とに はな らない 。

２　 新 規 車両 は 請求 人 が ロ ーン を組 ん で購 入 し た もの であ る。

請 求 人 は 、 審 査 請 求 書 に お い て 、 新 規 車 両 を 、 自 ら の 努 力 で 保 護 費 を 原 資 に 購 入 し
¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　丶I

ILX_１_１　-･-､、W･ φ　｣‘-“ ≫_ I-一一4'丶 Ｊ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 丶`た物 としているが、事 実に反す る。
新 規 車 両 は 請 求 人 が ロ ー ン を 組 ん で 購 入 し た も め で あ り 、 新 規 車 両 を 保 有 し て 活 用

す る こ と が 法 の 趣 旨 ・ 目 的 に 沿 う と め 請 求 大 め 主 張 は 失 当 で あ る 。　　 犬

な ぜ な ら 、 新 規 車 両 の 保 有 を 継 続 す る こ と に よ り 、 請 求 人 は ロ ラ ン 返 済 を 続 け な け

れ ば な ち ず 、 こ れ は 請 求 人 の 生 活 の 維 持 、 向 上 を 妨 げ る も の で あ る か ら 法 第60 条 に

反 す る 。　　 犬　　 十　　　　　　　 ・

仮 に 、 何 ら か の 借 入 金 に よ り 新 規 車 両 の 支 払 い が 完 了 し て お り 、 請 求 人 が 当 該 借 入

金 の 貸 付 者 に 対 し 返 済 し て い く も の で あ れ ば 、 請 求 人 は 借 入 金 を 手 に し た 時 点 で 法 第

ざ1 条 に よ り 実 施 機 関 に 対 し 当 該 金 額 を 収 入 と し で 申 告 す る 義 務 が あ る 。 そ め 廝 √ 当

該 借 入 金 は 、 新 規 車 両 代 金 の 支 払 い に 優 先 し 、ﾉ請 求 人 の 生 活 の 維 持 に 活 用 さ れ る べ き

資 力 と み な さ れ る か ら 、 請 求 人 は 法 第 ６ β条 に よ り 支 弁 さ れ た 保 護 費 を 返 還 す る 義 務

を 負 う 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 プ
、　　　　　　

¶　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　・　　■３　 路 線 バ ス 廃 止 を 理 由 と し た 自 動 車 保 有 の 必 要 性 は な い 。

請 求 人 は √ 審 査 請 求 書 に お い て 、 本 年 ３月 末 で 路 線 バ ス が 廃 止 さ れ 代 替 交 通 で あ る

乗合 タク１ が不明であるから自動車の保有が必要と主張している。
しかし、請求人の居住する地域を運行する乗合タクシーは、`㎜ 乗合タクシー運行
事業実施要綱 に基づき運行されるものであっ
て 、･当 該 タ ク シ ー が ４ 月 か ら 琿 行 さ れ る ご と に つ い で は 、 本 件 請 求 が 提 起 され る 以 前

に ㎜ ２月 １ ５ !ﾖ 号 で 広 く 周 知 さ れ て い る。六 ト　　　　 ニ　　
。　・･･･ ・

乗 合 タ ク シ ー は 火 ・ 木 ダ イ ヤ は 請 求 人 宅 前 を 通 る よう 路 線 が 組 ま れ て い る うえ 、 朝

の 時 間 帯 の 運 行 本 数 を 比 べ る と 路 線 バ ス が ６ 時 台 、 ８時 台 の ２ 本 で あ っ た の に 対 し 乗
・　　　　　　　　　　　　･丶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』`　　　、合 タ ク シ ー は ６ 時 台 、 ７ 時 台 、 ８ 時 台 の ３ 本 に 増 便 さjれ て い る 。 ま た 、 車 両 も 通 常 の

タ ク シ ー 車 両 が 使 わ れ る た め バ ス に 比 べ 乗 降 し や す く な る ほ か 、 請 求 人 が 迪 院 す る礬

｡
㎜ 病 院 ま で の 運 賃 は1,  0  8  0 円 かも ８ ７ ０ 円 にな り ２ １ ０ 円 女 く な る。月 ・水 ・

金 ダ イ ヤ は 請 求 人 宅 前 を 通 ち な い も の の 、 こ れ ま で の路 線 バ ス 同 様 、 最 寄 りバ ス 停 の
皿 りヽ 学 校 前 で 乗 降 可 能 で あ り 、 利 便 性 の 著 し い 低 下 は 見 ら れ な い 。　　　 ■　II ･

¶
･請 求 人 は こ れ ま で 担 当 ケ ー ス ワ ー カ ー に 対 し 、「腰 が痛 く て バ ス 停 ま で 歩 く こ と が で

き な い 」 と･主 張 し て い た が 、 乗 合 タ ク シ ー が 運 行 され る こ とに よ り 、 通 院|ﾖ で あ る 火

旧



曜日はパス停まで歩くことなく自宅前から乗車できるうえ、運賃も下がることから、
この点においては、貍求人にとって路線バス廃止により利便性が向上するといえる。

第３　審査庁の認定事実 △　 レ　　　し
（１）≒請求人は、保護開始時（平成２０年１１月１０日）において、自動車を保有してい

たこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼

二
早
麟

処分庁は、平成２０年１１月１４日に家庭訪問した際、自動車の保有については例
●　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　丶外的であり、条件に該当しないと処分指導となると誚求人に伝えていたごと。

なお、I同席してい より「新しく買うのはだめだと思うが、処分
価値がない車にういては車検が切れるまでは乗っていいと思っている。地理的に特殊
な条件のため認めてほしい。そういった事例もある。審査請求する」とい七）た発言が
あったこと。

（` 3） 陳述によると、請求人は自働車の処分の指導を受けた際に、処分庁から保有を認め
ちれる要件等について説明を受けていないこと。＼　　　　　　し　　卜

（４） 請求人は糖尿病を患っており、内科医院へ月２回通院していること。ヽ
（５） 処分庁は、平成２０年１ １ 月 ２８日に新規ヶ－ス診断会議を開催し、r請求人は腰

痛と糖尿病で通院しているが、ツベス停は遠く、現在は自動車で通院や買い物等をして
いる。ただし腰痛で通院していない。」と診断結果を出したうえで、請求人の保有す
る自動車については保有要件を満たしていないため処分指導とする処遇方針とした
こと。

(６) 平成20 年1‘２月2=日、 り処分庁へ電話があり、饋求人の自動
車の件で生活保護開始ができないとすれば審査請求すると話があった。 これに対し処
分庁は、開始、却下の決定は最低生活費と=収入の対比で行われるもので車の可否は関
係ないことを説明･、ただし開始となっても処分指導となる可能性は高いと伝えたこと。

(７)。処分庁は、平成２０年1･2 丹１０日に家庭訪問した際、盲動車については処分指導
となったため、処分するように指羃､ 売却金も返還対象となると説明したjが、請求人
は一貫して認めてもらわなくてはならないとの主張を繰り返していたこと。

(８) 処分庁は、平成２０年１２月２６日に家庭訪問した際、請求人が自動車に未だ乗っ
ているとのととだらたため再度処分するよう指示したこと。＝

(９) 処分庁は、平成２１年２月１９日に家庭訪問した際、請求人がらj自動車に未だ乗っ
ていると回答があったため、早急に処分するよう伝えたこと。請求人は保護開始直前
に車検を更新しているため処分したくない気持ちが強いようだったが、このままでは
保護制度上望ましくないと伝えたこと。　　　　 二　＼

(10) 処分庁は、平成２１年４月２２日に家庭訪問を実施した際、請求人が自動車を未だ
使用していることを確認したため、生活用品として自動車は踞められないことを改め

イ　て説明｡したこと。　　　　　　　　　 十
(11) 処分庁は、平成２１年８月１０日に家庭訪問した際、自動車の処分について指導し
たこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

びど



（12） 処分庁は、平成２１年１２月１日に家庭訪問した際、自動車の処分指導を行ったが、
請求人妻かち、生活用として使用するほか、請求人が腰痛のためバス停まで歩けず、
自動車がなければ通院できない、と聞い1たこと。　　　　 ∧
なお請求人は√腰痛で歩くことは難儀だが、病院には行きたくないと話していたこ

こと。処分庁は、まずは腰痛を治すことを考えるべきではないかと話し、引き続き自動
車は処分指導をするとしたこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卜
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処分庁は、平成２２年28  2 2 日に家庭訪問した際、自動車の処分について指導し
たこと。　　　　　　　　　　　　　　　 十

処分庁は、平成２２年５月１３日に家庭訪間した際、自動車が家の脇に駐車されて
いるのを確認、請求人から自動車を通院や日常生活に使用しており、地理的にも車が

●　。　　　　　　　　　　　●　　　　　¶ないと不便であると聞いたこと。これについて、処分庁は自動車の処分指導をしたこ
と。　　　　　　　　　　　　 ／　　　　　　　　　　　 ／　　　　　エ
処分庁は、平成22^8 月４日、請求人の自動車の保有の可否を再検討するよう県
め指導監査を受けたこと。　　　　　　　　　　　　　　　卜

（16 ） 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ２ 年 ８ 月 ２ ５ 日 、 請 求 人 の 自 動 車 の 保 有 に つ い て ヶ － ス 診 断 会 議

を 開 催 し 、 今 後 は 法 第 ２ ７ 条 に 基 づ く 口 頭 指 導 を 行 い 、 従 わ な い 場 合 は 、 文 書 に よ る

指 導 を 行 う こ と と し た こ と 。 売 却 金 が 発 生 し た 場 合 、 法 第 ６ ３ 条 に よ り 返 還 を 求 め る

と し た こ と 。　　　　　　　
●　　　I　･`　　　　　　　　

－　I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・

(17) 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ２ 年 １ １ 月 ２ ６ 日 に 家 庭 訪 問 し だ 際 、 家 の 前 に 車 が な い こ と か ら

請 求 人 に 尋 ね た と こ ろ 、 別 の 場 所 に 置 い て い る と 聞 い た こ と 。 請 求 人 に 対 し 、 自 動 車

の 保 有 は 認 め ら れ な い と あ ら た め て 話 す が 、 「こ こ は 不 便 で 車 が な い と 生 活 で き な い 。

自 分 た ぢ で 上 の 人 （国 や 県 ） に 直 接 説 明 す る の で 紹 介 し て ほ し い 」 と の 返 答 が あ っ た

ｌ こ と 。　　　　　　　 ・　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。 ●　・　　　　　　　　　　　Ｉ　　　Ｉ１　　　　　　　　　　　　　 ●　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
処 分 庁 は 、 自 動 車 の 処 分 に つ い て 法 第 ２ ７ 条 に 基 づ き 口 頭 に よ る 指 導 指 示 を 行 い 、

① 車 検 の 更 新 を し な い こ と 、 ② 指 導 に 従 わ な い 場 合 隲 あ ら た め て 文 書 で 指 導 す る こ と 、

③ 文 書 指 導 に も 従 わ な い 場 合 は 保 護 の 停 廃 止 に な る こ と も あ る 、 と 説 明 し た こ と 。

(18) 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ３ 年 １ 月 １ ９ 日 、 妻 に 架 電 し 自 動 車 の 処 分 に つ い て 確 認 し た と

こ ろ 、 請 求 人 が １ ２ 月｡ に ４ ０ 万 円 ち ょ っ と で 自 動 車 を 買 い 換 え た 、 こ こ で は 車 が な

い と ど て も じ や な い が 生 活 で き な い 、 と 聞 い た こ と 。　　　　　　　　　　　　　 、

(19) 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ３ 年 １ 月 １ ９ 日 の 請 求 人 宅 へ の架 電 後 、 今 後 の 処 遇 に 七）い て 査

察 指 導 員 と 協 議 を 行 い 、 今 後 は 文 書 に よ り 指 導 す る こ と に な る が 、 県 の 事 後 監 査 に

お い て 手 順 を 再 確 認 し た う え で 指 導 を 進 め る と し た こ と 。　　　　　　/

（20 ） 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ３ 年 １ 月;20 日 の 県 事 後 監 査 の 際 、 請 求 人 の 自 動 車 の 保 有 に 関

し て 、 保 有 要 件 め 何 を 満 た し て い な い の か と い う こ と や 地 域 性 、 他 ケ ー 不 と の 公 平

性 な ど の 観 点 か ら 再 検 討 す べ き と 指 導 さ れ た こ と 。　　　　　　　　/

(21) 処 分 庁 は 、 平 成 ２ ３ 年 １ 月 ２ １ 白 、 請 求 人 の 自 動 車 の 保 有 に つ い て ケ ー ス 診 断 会

議 を 行 い 、 地 域 性 、 他 ケ ニ ス と の 公 平 性 に つ い て 検 討 し た 結 果 、 文 書 に よ り 処 分 指

導 す る こ と が 相 当 で あ る と し た こ と 。 ／　　　　 △

回



(22) 処 分 庁 は 平 成 ２ ３ 年 １ 月 ２ ８ 日 に 家 庭 訪 問 し 、 請 求 人 の 保 有 す る 自 動 車 を 処 分 す

る よ う 文 書 で 指 導 し た こ と 。 履 行 期 限 は ２ 月 ２ ８ 日 と し 、 履 行 さ れ な い 場 合 は 保 護
ｊ　　　　　　　　　　　　 、　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｜が 停 止 又 は 廃 止 さ れ た り す る こ と が あ る こ と 、 停 止 や 廃 止 さ れ る 前 に は 弁 明 の 機 会

が 付 与 さ れ る の で 、 福 祉 事 務 所 ま で 来 て も ら い 処 分 で き な い 理 由 を 説 明 し で も ら う

よ う に な る こ と を 説 明 し た こ と。　　　　 ∇

(23) ら処分庁あて電話があり、平成２３年１月２８日付け文書拑
導に対し七審査請求することとなうたので、平成２２年１１月２６日の指導が口頭
かどぅかの確認があったこと。　　　　　　　　　　　　　　 ▽

(24) 審査請求の内容によると、自動車の取得について処分庁は、電話で聞いただけで、
それを見てもいないし、訪問し、その保有の問題点を説明した形跡もないこと。

(25) 公共交通蝉関め利用につりてはレ平成２３年３月までは路線バスが運行しており、
１

ぶ

葯

｀
　
　
　
　
　
　
　
Ｊ
で
Ｉ

運行本数が往復５本（うち、　　　･ 丙院までの直通が１本）、･運賃は1,  0  8 0 円㎜ 肺

であり、請求人宅から最寄りのバス停まで約5  0 0m であったこと。
なお、平成２３年３月で請求人の居住する地域の路線バスが廃止となり、代替夊通手
段として、乗合タクシーが平成２３年４月から開始される。運行本数は往路３本、復
路５本となり、運賃は８７０円ｏ火・木曜日は誚求人宅前から乗車でき、月・水・金
は最寄りのノ1ス停から乗車できる乗合タクシーが利用できること。

第４ ．判 断

法 第 ２ ７条 に 基 づ く 指 導指 示 につい ては 、 法 第 ６ ２条 によ りそ の 内容 を 強制 的 に実 現 す

｡る手段 が予 定 され てい る か ら、 その 内容 が被保 護 者 に対 し一 般 的 抽象 的 に 生活 上の 努力 義

務 を課す るに と ど ま る も ので ない 場合 に は 、 抗告 訴 訟 の対象 とな る行 政 処分 に 当た る も の

と され る （秋 田地 方 裁 判 所　 平成 ２年 （行 ウ） 第 １号） こ とか ら、 本 件指 導指 示 の 処分l生

につい て 検討 す る。　・　　　　　　　　　　　　　　　･¶･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　II　・
処分 庁 が平 成 ２ ３年 Ｌ 月２ ８ 日付 け で誚 求 人 に対 して 行っ た文 書 に よる指 導指 示 につ い

て は、 そ の内 容 が2y 月 ２ ８ 日ま でに 請求 人 の 世 帯 が保 有す る 自動 車 を処 分 し、履 行 し た 旨

を 書面 に よ り報 告 す る よ う求 め、「正 当 な 理 由 が なく これ に従 わな い ときは 、法 第 ６ ２条 第

３項 の規 定 に よ り保 護 の変 更 、停止 又 は廃 止 を す る こ とがあ りま す。」とし てお り、履 行 期

日を 定 め、 報 告義 務 を課 す もので 、一般 的 抽 象 的 に生 活 上の努 力 義務 を課す る に と どま る
Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　Ｉ ｜　●・　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　・　　　　　　　　Ｉもの でな い こ と から 、 処 分 匣の高い 指導 指示 と判 断 され るも のであ る。　　　　　　　　 ＼

次に 、 法は 、 「保 護 め 実 施機 関が、 被 保護 者 に対し て、生 活 の維 持 、向 上そ の他 保 譏 の

目的 達 成 に必 要 な 指 導又 は指 示 をす ると と がで き る」 （法第 ２７条 第 １項） と規 定 し てい
●丶　　　・　　　　｜　　　　　　　　・

るご とか ら、 本 件 指 導 指示 の適否 につい て検 討 す る。　　　　　　　　　
厂　　　　 ／

本 件 におい て 、 請 求人 は認 定事実 （４） 及 び （５） のとお り、 通 院 もし くは地 理 的条 件

に より 自動 車 の保 有 を主 張 す るも のであ るi 処 分庁 は 認 定事 実 （5 ）、（!6 ）及 び(21) の

とお り、 保有 の要 件 を 満 た し てい ない と判 断 し てい るが 、処 分庁 は請 求人 に対 し、 自動 車

の保 有 の 要件 に つ い 七 具 体 的 に説明 し、 理解 を得 る よ う努力 し たと は認 め がたい 。 ま た 、

保 有 の 可否 に つ い て 検討 す るにあ た り、 当該 資 産 の 価値 、請 求人 の生 活実 態や 利 用 実態 な

ゾ ）



ど に つ い て 調 査 を 行 っ た 形 跡 は 見 受 け ら れ な い 。

さ ら に 、 処 分 庁 は 、 法 第 ２ ７ 条 第 １ 項 に よ り 認 定 事 実(17) 及 び(22) の と お り 、 請 求

人 に 対 し 保 有 す る 自 動 車 を 処 分 す る よ う 指 導 指 示 し て い る が 、 平 成 ２ ３ 年 １ 月 ２ ８ 日 付 け

文 書 に よ る 指 導 指 示 に つ い て は 、 認 定 事 実(24) の と お り 、 処 分 庁 が 請 求 人 宅 へ 架 電 し た

際 の 聴 取 内 容 に 基 づ き 行 っ た も の で あ る が 、 架 電 後 、 ｉ 月 ２ ８ 日 付 け 文 書 に よ る 指 導 指 示

を 行 う ま で の 間 、 自 動 車 の 保 有 の 事 実 や 利 用 の 実 態 に つ い て 、 十 分 に 確 認 し た と は 言 い 難

l/丶Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
以 上 の こ と か ら 、 本 件 指 導 指 示 に つ い て は 、 そ の 手 続 き に お い て 、 適 切 さ を 欠 い て い る

ご と が 第 め ら れ る 。　　　　　　　　　　　　　 ∧　　　　　　　　　　　　　　　　 八

な お 、 処 分 庁 は 、 請 求 人 の 協 力 を 得 て 、 あ ら た め て 調 査 を 行 い 、 自 動 車 の 保 有 の 可 否 に

つ い て 検 討 す る と と も に 、 請 求 人 へ の 説 明 に 努 め る こ と と さ れ た い 。

廓
Ｕｙ
耕
り

第5 卜 結 論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･ 一

以 上 の と お り 、 行 政 不 服 審 査 法 （昭 和 ３ ７ 年 法 律 第 １ ６ ０ 号 ） 第 ４ ０ 条 第 ３ 項 の 規 定 に

■y　　　　　　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ●　　　　・よ り 、 主 文 の と お り 裁 決 す る
○　　　　　　　　`

平成 ２３年 ４月1‘４ 日

秋田県知事　佐　竹　敬

一教　　　　　　　　　示

こ の 裁 決 に 不 服 が あ る と き は 、 こ の 裁 決 が あ っ た こ と を知 っ た 日 の 翌 日か ら 起 算 し て ３

０ 日以 内 に 、 厚 生 労 働 大 臣 に 対 し 再 審 査 請 求 を す る こ と が で き ます 『な お 、 裁 決 が あ っ た

Ｉ　■　』こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ３ ０ 日以 内 で あ っ て も 、 裁 決 が あ っ た 日 の 翌 日 か ら 起

算 し て １ 年 を 経 過 す る と 再 審 査 請 求 を す る こ と が で き な く な り ま す 。 ） 。

ま た 、 こ の 裁 決 にう い て は 、 こ の 裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６か

月 以 内 把 、 こ の 裁 決 の 前 提 と な る 決 定 を し た 市 を 被 告 と し て （訴 訟 にお い て 市 を 代 表 す る

も の は 市 長 と な り ま す 。 ） 決 定 の 取 り 消 し の 訴 え を 、 あ る い は県 を 被 告 と し て （訴 訟 に お

い て 県 を 代 表 す る も の は 知 事 と な り ま す 。 ） こ の 裁 決 の 取 り 消ｿし の 訴 え を 提 起 す るこ と が
Ｉ　　　Ｉ　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　丶

で き ま す（な お 、裁 決 が あ っ た こ と を 知 っ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て ６ か 月 以 内 で あ っ て も 、

裁 決 が あ づ た 日 の 翌 日 か ら 起 算 し て １ 年 を 経 過 す る と 決 定 及 び 裁 決 の 取 り消 し の 訴 え を 提

起 す る こ と が で き な く な りま す
Ｏ
⊃ 。

耳


